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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　曲げ変形が卓越する高層建物等の構造物を対象とする振動低減機構であって、
　振動低減対象の構造物における主構造体に対してその周囲に跳ね出す剛性部材を主構造
体と一体に設け、
　主構造体の周囲には、該主構造体に対して独立している軸力部材を並設してその一端部
を固定するとともに、該軸力部材の他端部と前記剛性部材との間に、主構造体の曲げ変形
が剛性部材を介して伝達されることにより錘が回転して回転慣性質量を生じる回転慣性質
量ダンパーを介装し、
　該回転慣性質量ダンパーにより生じる回転慣性質量と前記軸力部材の軸剛性とにより定
まる固有振動数を前記主構造体の固有振動数に同調させるべく、前記軸力部材の軸剛性を
前記回転慣性質量ダンパーの回転慣性質量で除した値を前記主構造体の固有１次角振動数
の二乗にほぼ一致させてなることを特徴とする振動低減機構。
【請求項２】
　請求項１記載の振動低減機構であって、
　軸力部材の軸剛性を調整するための付加バネを該軸力部材と直列に設置してなることを
特徴とする振動低減機構。
【請求項３】
　曲げ変形が卓越する高層建物等の構造物を対象とする振動低減機構の諸元設定方法であ
って、
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　振動低減対象の構造物における主構造体に対してその周囲に跳ね出す剛性部材を主構造
体と一体に設け、
　主構造体の周囲には、該主構造体に対して独立している軸力部材を並設してその一端部
を固定するとともに、該軸力部材の他端部と前記剛性部材との間に、主構造体の曲げ変形
が剛性部材を介して伝達されることにより錘が回転して回転慣性質量を生じる回転慣性質
量ダンパーを介装し、
　該回転慣性質量ダンパーにより生じる回転慣性質量と前記軸力部材の軸剛性とにより定
まる固有振動数を前記主構造体の固有振動数に同調させるべく、前記軸力部材の軸剛性を
前記回転慣性質量ダンパーの回転慣性質量で除した値を前記主構造体の固有１次角振動数
の二乗にほぼ一致させるように、回転慣性質量ダンパーと軸力部材の諸元を設定すること
を特徴とする振動低減機構の諸元設定方法。
【請求項４】
　請求項３記載の振動低減機構の諸元設定方法であって、
　軸力部材に付加バネを直列に設置することによって軸力部材全体の軸剛性を調整するこ
とを特徴とする振動低減機構の諸元設定方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、高層建物等の曲げ変形が卓越する構造物の振動を低減させるための振動低減
機構、およびその諸元設定方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　塔状の高層建物のように曲げ変形が卓越する構造物の振動を抑制するために、たとえば
特許文献１に示されているように、構造物の頂部に所謂チューンド・マス・ダンパー（Tu
nned Mass Damper：ＴＭＤ）を設置するという手法が知られている。これは、構造物に付
加バネを介して付加質量を接続し、それら付加バネと付加質量により定まる固有振動数を
構造物の固有振動数に同調させることにより構造物の共振点近傍における応答を低減させ
るというものである。
　また、特許文献２には、構造物をコア（主構造体）と外周フレーム（または外周壁）と
により構成し、それらのいずれか一方の頂部にトップガーダーを張り出すように設けて、
コアと外周フレームとの間にトップガーダーを介して制震装置を架設することにより、コ
アが曲げ変形した際には制震装置を作動させてその振動を減衰させるという曲げ変形制御
型制震構造物の提案がある。
【特許文献１】特開昭６３－１５６１７１号公報
【特許文献２】特開平７－２６７８６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　特許文献１に示されるような従来一般のＴＭＤは、十分な振動低減効果を得るためには
付加質量を大きくする必要があり、必然的に大型大重量とならざるを得ないが、構造物に
あまり大きな質量を付加することは好ましくないし、ＴＭＤが大型大重量になるほど設置
位置や設置スペースに関しての制約も大きくなるので、通常は付加質量を構造物の全質量
の１～２％程度とすることが現実的であり、したがって振動低減効果にも自ずと限界があ
る。
　また、特許文献２に示される曲げ変形制御型制震構造物では、頂部の曲げ戻しを利用す
ることから大きな減衰を付与する割には振動低減効果は限定的で小さなものにしかならな
い。
【０００４】
　上記事情に鑑み、本発明は従来一般のＴＭＤのように過大な付加質量を必要とせず、ま
た振動低減効果を飛躍的に向上させることのできる有効な振動低減機構とその諸元設定方
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法を提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の振動低減機構およびその諸元設定方法は、曲げ変形が卓越する高層建物等の構
造物を対象とするものであって、振動低減対象の構造物における主構造体に対してその周
囲に跳ね出す剛性部材を主構造体と一体に設けるとともに、主構造体の周囲には該主構造
体に対して独立している軸力部材を並設してその一端部を固定するとともに、該軸力部材
の他端部と前記剛性部材との間に、主構造体の曲げ変形が剛性部材を介して伝達されるこ
とにより錘が回転して回転慣性質量を生じる回転慣性質量ダンパーを介装し、該回転慣性
質量ダンパーにより生じる回転慣性質量と前記軸力部材の軸剛性とにより定まる固有振動
数を前記主構造体の固有振動数に同調させるべく、前記軸力部材の軸剛性を前記回転慣性
質量ダンパーの回転慣性質量で除した値を前記主構造体の固有１次角振動数の二乗にほぼ
一致させるようにしたものである。
　本発明においては、必要に応じて、軸力部材の軸剛性を調整するための付加バネを該軸
力部材と直列に設置しても良い。
【発明の効果】
【０００６】
　本発明によれば次のような格別顕著な効果を奏する。
　曲げ変形の卓越する構造物における主構造体に対し剛性部材を跳ね出させて設けるとと
もに軸力部材と直列に回転慣性質量ダンパーを付加するだけで、主構造体の共振特性を十
分に改善でき、大幅な応答低減効果が得られ、地震動のみならず風や交通振動などの外乱
に対しても振動を有効に抑制でき、居住性の改善に寄与する。
　回転慣性質量と軸力部材の軸剛性とにより定まる振動数を主構造体の固有振動数に同調
させるべく、軸力部材の軸剛性を回転慣性質量ダンパーの回転慣性質量で除した値を主構
造体の固有１次角振動数の二乗にほぼ一致させることで、構造物の応答を大幅に低減でき
る。また、高振動領域においてもダンパー反力や軸力部材の反力が増大しない。
　回転慣性質量ダンパーは実際の錘の質量の１０～５００倍もの回転慣性質量が得られ、
したがって小質量の錘による小型軽量かつ小容量の回転慣性質量ダンパーであっても大き
な質量を有するＴＭＤ等の他の振動低減機構と同等ないしそれ以上の性能が得られ、コス
ト的にも設置スペースの点でも有利である。
　必要に応じて軸力部材に付加バネを直列に設置することにより、それらの全体の軸剛性
を最適にかつ容易に設定することができ、振動数同調を確実にかつ精度良く行うことがで
きる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００７】
　本発明の振動低減機構の一実施形態を図１に示す。
　本実施形態は、曲げ変形が卓越する塔状の高層建物への適用例であって、図１（ａ）は
全体の概要図、（ｂ）はその振動モデルである。
　本実施形態における振動低減対象の構造物としての高層建物は、コア部を構成している
主構造体１と、その頂部から周囲に跳ね出す形態で構造的には主構造体１と一体に設けら
れている剛性部材２と、主構造体１の周囲に構造的には独立に立設されて外周フレームを
構成している軸力部材３とからなり、軸力部材３の上端部と剛性部材２の先端部との間に
回転慣性質量ダンパー４を介装したことを主眼とするものである。
　これは基本的には特許文献２に示されている曲げ変形制御型制震構造物と同様の構造の
ものであり、本実施形態における主構造体１、剛性部材２、軸力部材３、回転慣性質量ダ
ンパー４は、それぞれ特許文献２に示される制震構造物におけるコア、トップガーダー、
外周フレーム（ないし外周壁）、制震装置に相当するものである。
【０００８】
　但し、上記従来の制震構造物における制震装置はたとえばオイルダンパー等の単なる一
般的なダンパーであるのに対し、本実施形態における回転慣性質量ダンパー４は主構造体
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１の曲げ変形が剛性部材２の回転を介して軸力として伝達されることによって錘が回転し
て所望の回転慣性質量を生じる構成のものとされている。
【０００９】
　すなわち、本実施形態において使用する回転慣性質量ダンパー４は、主構造体１の曲げ
変形に伴う剛性部材２の鉛直面内での回転により軸方向（上下方向）に変形するような力
を受けて作動し、それにより小質量の錘が水平面内において回転するものであって、その
錘の回転慣性モーメントと回転角加速度とにより錘に生じる慣性モーメントを制御力とし
て利用して振動低減効果を得る構成のものである。
　具体的には、回転慣性質量ダンパー４に生じる加力（加振）方向の相対変位をｘ、その
際の錘の回転角をφとし、それら相対変位ｘと回転角φとの間に　ｘ＝αφ　の関係があ
るとき、摩擦等による回転ロスを無視すると、この回転慣性質量ダンパー４の変位方向の
慣性力（制御力）Ｐは次式で表される。
【数１】

　上式は、一般的なバネが相対変位にバネ定数を乗じて負担力とするのと同様に、相対加
速度に回転慣性質量を乗じて負担力とすることを意味しており、相対変位ではなく相対加
速度を乗じる点で通常のバネによる場合と大きく異なるものである。
【００１０】
　上記のような回転慣性質量ダンパー４が発生する回転慣性質量Ψの大きさは、回転する
錘の実際の質量に対して１０～５００倍にもなるので、小質量の錘を回転させることのみ
で極めて大きな慣性回転質量Ψを得ることができ、したがって錘が小質量であっても充分
な制御力、つまりは充分な振動低減効果が得られるものである。
　しかも、回転慣性質量Ψの大きさは、錘の質量のみならずその径寸法および径方向の質
量分布により決定されるものであり、錘の質量が大きいほど、径寸法が大きいほど、質量
が内周部よりも外周部に分布しているほど回転慣性質量Ψは大きくなるから、それらを適
正に設定することによって回転慣性質量Ψを所望の大きさに設定することができ、所望の
振動低減効果を得られる。
【００１１】
　なお、この種の回転慣性質量ダンパーとしてはたとえば特許第３２５０７９５号公報や
特開２００４－４４７４８号公報に免震装置として使用されるものが公知であり、本実施
形態においてはそれらに示されているようなボールネジ式の回転慣性質量ダンパーが好適
に採用可能であるが、回転慣性質量ダンパー４の構成は特に限定されるものではなく、所
望の形式、特性のものを任意に採用することができる。
【００１２】
　そして本発明では、そのような回転慣性質量ダンパー４を用いたうえで、その回転慣性
質量ダンパー４により生じる回転慣性質量Ψと、軸力部材３の軸剛性ｋｖ（後述するよう
に付加バネ５を設置する場合にはそのバネ剛性も考慮した総合的な軸剛性）により定まる
固有振動数を主構造体１の固有振動数に同調させるようにそれらの諸元を設定することを
要旨としている。
　すなわち、一般に質量ｍとバネｋによる振動系における固有角振動数ωは
　ω２＝ｋ／ｍ
なる関係で定まるのと同様に、本発明のような回転慣性質量ダンパー４と軸力部材３とに
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よる振動系においては、その固有角振動数ω０は回転慣性質量Ψおよび軸力部材の軸剛性
ｋｖから
　ω０

２＝ｋｖ／Ψ
なる関係で定まる。したがって、その固有角振動数ω０を主構造体１の固有１次角振動数
ω１にほぼ一致させれば、つまり
　ω０

２＝ｋｖ／Ψ≒ω１
２

の関係が成り立つようにΨおよびｋｖの値を設定すれば、主構造体１の固有１次モードの
振動に対する応答を大きく低減させることができる。
【００１３】
　なお、上記の軸剛性ｋｖは軸力部材３自体の軸剛性ｋｃをそのまま利用しても良いが、
その軸剛性ｋｖを調整するために図１（ｂ）に示すように軸力部材３の要所に適宜の付加
バネ５を直列に組み込むようにしても良く、それにより軸力部材３全体の総合的な軸剛性
ｋｖの設定をより容易にかつ確実に行うことができる。そのような付加バネ５を付加する
場合における軸力部材３の総合的な軸剛性ｋｖは次式で求められる。

【数２】

【００１４】
　また、図１（ｂ）に示すようにこの振動低減機構には付加減衰６も必要であり、その付
加減衰６は図示例のように回転慣性質量ダンパー４に対して並列に設置すれば良いが、あ
るいは上記の付加バネ５を設置する場合にはそれに並列に設置することでも良い。もしく
は、回転慣性質量ダンパー４として付加減衰を並列に組み込み一体化したものを用いても
良く、その場合には他に格別の付加減衰を設置する必要はない。いずれにしても、そのよ
うな付加減衰６があることによってこの振動低減機構の固有角振動数ωは主構造体１の固
有１次角振動数ω１とは厳密には一致しないが、実質的にほぼ同等とすることができる。
【００１５】
　なお、本実施形態における剛性部材２は主構造体１の頂部から側方に水平に跳ね出すよ
うに設けることが好ましいものの、それに限るものではなく、主構造体１の中間部分から
跳ね出すことでも良いし、水平に限らず斜め上方や斜め下方に跳ね出すことでも良い。ま
た、軸力部材３の固定端は基礎等の不動点でなくても良く、構造体の低層部のように変形
が小さい箇所でも良い。さらに、剛性部材２を主構造体１の中間部に多段に設けても良く
、その場合は固定端と各段の剛性部材２の間のそれぞれに軸力部材３と回転慣性質量ダン
パー４を設ければ良い。
【００１６】
　以上のように、本実施形態の振動低減機構は、塔状の主構造体１および剛性部材２から
なる主振動系に対して、軸力部材３と回転慣性質量ダンパー４とによる付加振動系を付加
し、その付加振動系の固有角振動数ωを主振動系の固有１次角振動数ω１に同調させるべ
く、軸力部材３の軸剛性ｋｖを回転慣性質量ダンパー４の回転慣性質量Ψで除した値を主
構造体の固有１次角振動数ω１の二乗にほぼ一致させることによって、主振動系（すなわ
ち主構造体１）の曲げ振動に対する共振特性および応答を有効に改善でき、大幅な振動低
減効果が得られるものである。
【００１７】
　この点に関し、特許文献２に示されている従来の曲げ変形制御型制震構造物と対比すれ
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形に対する振動低減効果を得る点では本発明と共通するが、その制震装置としてはオイル
ダンパー等の単なるダンパーを用いるものに過ぎず、したがってその制震装置を全振動数
領域において単に作動させるのみであって本発明のように主振動系との同調を行うもので
もそれが可能なものでもなく、当然に本発明のような優れた共振特性の改善効果や応答低
減効果が得られるものではない。
　しかも、上記従来の制震構造物では、本発明における軸力部材３に相当する外周フレー
ムないし外周壁の軸変形は制震効果を低下させるロスでしかなく、したがってそれらは十
分に高軸剛性とする必要があるが、本発明においては軸力部材３の総合的な軸剛性ｋｖを
適切に設定して振動数同調に有効に利用するものであるし、必要に応じて軸力部材３自体
の軸剛性ｋｃを補完するように付加バネ５を設置してその総合的な軸剛性ｋｖを最適に調
整でき、それにより最適な振動数同調を容易に行い得るので構造的に極めて合理的である
。
【００１８】
　また、従来一般のＴＭＤと対比すれば、従来一般のＴＭＤは付加振動系により振動数同
調を行うものである点で本発明と共通するといえるが、上述したように従来一般のＴＭＤ
では十分な振動低減効果を得るためには大きな付加質量を必要とする点で難があるのに対
し、本発明では小質量の錘を回転させる構成の回転慣性質量ダンパー４を用いることでそ
の錘の１０～５００倍にも及ぶ大きな回転慣性質量が得られることから、従来一般のＴＭ
Ｄに比べて遙かに小型軽量の回転慣性質量ダンパー４で同等ないしそれ以上の振動低減効
果が得られる。換言すれば、従来一般のＴＭＤにより本発明と同等の効果を得ようとすれ
ば、それに必要となる付加質量は著しく大きなものとなってしまって現実的ではない。
【００１９】
　以下、本実施形態の振動低減機構の効果を確認するための解析手法とその結果について
図２を参照して詳細に説明する。
　図１（ｂ）に示す振動モデルにおいて、主構造体１の曲げ剛性ＥＩ、その等価質量ｍ、
回転慣性モーメントＩθ、軸力部材３の総合的な軸剛性ｋｖ、軸力部材３自体の軸剛性ｋ

ｃ、付加バネｋ０、回転慣性質量ダンパー４による回転慣性質量Ψ、付加減衰ｃ０（回転
慣性質量ダンパー４と並列に設置）とする。また、この構造物の全高Ｈ、主構造体１と軸
力部材３との間の距離ｂとする。なお、主構造体１（具体的にはコア部）が全てのせん断
力を負担し、軸力部材３（具体的には外周フレーム）は軸方向力のみを負担するものとす
る。
【００２０】
　頂部質点の水平変位をｘ、回転角θとし、構造物に作用するせん断力をＱ，主構造体１
の頂部で負担する曲げモーメントをＭ１とすると次式が成り立つ。
【数３】

【００２１】
　主構造体１の脚部の固定端の水平変位ｘ０、主構造体１の減衰係数をＣとすると、振動
方程式は次の（１）式で表される。ここで、Ｚｋは回転慣性質量ダンパー４と軸力部材３
の軸剛性ｋｖの直列バネである。
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【数４】

【００２２】
　変位ｘおよび回転角θが角振動数ωで正弦波振動するとして、ｘｊ＝ｘｊｅｉωｔ、θ
＝θｅｉωｔ（ｊ＝０，１）を用いて加振点変位ｘ０に対する頂部応答変位ｘの比率（応
答倍率）は次の（２）式で表される。
【数５】

【００２３】
　上記の（２）式より
【数６】

【００２４】
　これを（１）式に代入して（３）式が得られる。
【数７】

【００２５】
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　故に、応答倍率（‾ｘ）＝ｘ／ｘ０　は次の（４）式で求められる。なお、（‾ｘ）は
、ｘの上部に‾（バー）がつくことを表すものである（以下、他の記号についても同様）
。
【数８】

【００２６】
　ここで、検討を単純化するために構造物の回転慣性モーメントを無視し、Ｉθ＝０、
ω１

２＝３ＥＩ／（ｍＨ３）とする。なお、ω１は剛性部材２の曲げ戻し効果を無視した
ときの構造物の固有１次角振動数である。
　これに対する構造物の減衰定数ｈ＝ｃ／（２ｍω１）とする。また、付加振動系に対し
て

【数９】

とすると、応答倍率は次の（５）式あるいは（６）式により求められる。なお、これらの
式は複素数表示しているので、（‾ｘ）の絶対値が応答倍率となる。
【００２７】
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【数１０】

【００２８】
　次に、比較のために、回転慣性質量ダンパー４を設置せずに付加減衰のみを付加した場
合を検討する。検討を単純化するため、軸力部材３の軸伸縮や剛性部材２の曲げ変形を無
視して、（５）式において、Ψ＝０、ｋｖ→∞　とし、構造物の１次モードに対する付加
減衰の減衰定数をｈ０１＝ｃ０／（２ｍω１）とおくと、回転慣性質量ダンパー４を使用
しない場合の応答倍率は次式で求められる。

【数１１】

【００２９】
　一方、回転慣性質量ダンパー４の負担力Ｐは、Ｉθを無視して頂部回転角θより次式で
求められる。
【数１２】

【００３０】
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　さらに、（‾ｂ）＝ｂ／Ｈとして、加振力ｍｘ０ω１
２　に対するダンパー反力倍率は

、（７）式で求められる。
【数１３】

【００３１】
　この式は複素数表示しているので、この絶対値が反力倍率となる。
　また、回転慣性質量ダンパー４を使用せず付加減衰だけの場合は、（７）式においてΨ
＝０、ｋｖ→∞として

【数１４】

となる。
【００３２】
　以上の説明において、主系のｂ／Ｈ＝０．１、構造減衰ｈ＝０．０２、付加減衰系の
Ψ／ｍ＝０．２、（‾ω０）＝ω０／ω１＝１．０１、付加減衰ｈ０＝ｃ０／（２Ψω０

）＝０．０７（これは、ｈ０１＝ｃ０／（２ｍω１）＝（‾Ψ）（‾ω０）ｈ０＝０．０
１４に相当）とした場合を例にとって、その場合の頂部応答倍率（加振振幅に対する頂部
応答の比）を図２に示し、ダンパー反力倍率（軸力部材３の負担力でもある）を図３に示
す。
　また、図２～図３には比較のために回転慣性質量ダンパーを使用せず減衰のみで構成し
た場合についても併せて示しているが、これは頂部の応答倍率が回転慣性質量ダンパー４
を使用した場合と同等になるように減衰ｈ０１＝０．７とした場合である。
【００３３】
　以上の検討により、図２に示されるように回転慣性質量ダンパー４を使用することでそ
れを使用しない場合に比較して頂部応答を６割程度も低減できることがわかる。そして、
これと同等の応答低減効果を減衰だけで得るためには減衰ｈ０１を５０倍（＝０．７／０
．０１４）とする必要があり、そのためには格段に大容量のオイルダンパーを必要とする
ことがわかる。
　また、図３に示すように、共振振動数におけるダンパー反力（回転慣性質量と減衰の合
計）は、回転慣性質量ダンパー４を使用した場合も減衰のみを付与した場合と同等である
が、前者では共振点近傍以外ではほとんどダンパーが反力を負担しないのに対し、後者で
は加振振動数の増大に伴いダンパーの負担力が増大している。したがって、地震のように
種々の振動数成分をもつ加振の場合は、本発明の方がダンパーや軸力部材に作用する反力
が小さくなり、より合理的な設計ができる。
【図面の簡単な説明】
【００３４】
【図１】本発明の実施形態である振動低減機構の概念図および振動モデルである。
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【図２】同、応答倍率についての解析結果を示す図である。
【図３】同、反力倍率についての解析結果を示す図である。
【符号の説明】
【００３５】
　１　主構造体
　２　剛性部材
　３　軸力部材
　４　回転慣性質量ダンパー
　５　付加バネ
　６　付加減衰

【図１】 【図２】

【図３】
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